
平成22年 度 学内研究助成金 研究報告書

研 究 種 目

■奨励研 究助成金 □研究成果刊行助成金

□21世 紀研究開発奨励金

(共同研究助成金)

□21世 紀教育開発奨励金

(教育推進研究助成金)

研 究 課 題 名 地下鉄事業の設備投資行動に関す る研究

研究者所属 ・氏名
研究代表者:田 中 智泰

共同研究者:

1.研 究 目的 ・内容

本研究では,公 営地下鉄事業者が どのような要因によって設備投資 を決定 しているのかについて,

公共投資の決定要因に関する先行研究をもとに仮説を提示 し検証を行った.

2.研 究経過及び成果

公 営地下鉄 事業の設備 投資 を決定す る要因 について,公 共投資の配分要因 に関す る先行研 究 を

も とに仮説 を提 示 した.主 な仮説 は以 下の とお りであ る.

(1)期 首資本 ス トックが多けれ ば設備投資 を減少 させ る(資 本 ス トック調整 が働 く)。

(2)現 在 の地下鉄 の需 要が大きけれ ば設備投資 を増加 させ る.

(3)過 去の人 口規模 が大 きけれ ば現在 の設備投資の規模 も大 きくな る.

(4)事 業者 の財務 状況が良好 であれ ば設備投資 を増加 させ る.

(5)地 下鉄 投資への出資金お よび補助金 が多ければ設備投資 を増加 させ る.

(6)地 下鉄投資への ロビー活動 が活発 であれ ば設備投資 を増加 させ る.

分析には1991年 度か ら2007年 度 までの17年 間,9事 業者のデー タを用いた,分 析 の

結果 公営地下鉄の設備投資 を決定す る要因 は,期 首資本 ス トック,需 要,過 去の人 口規模,財

務 状況,出 資お よび補助金 であるこ とが明 らか になった.こ の うち,期 首資本ス トックに関 して

はス トック調整が働いてい る とは言 えず,ま た,需 要 について は,需 要が小 さい ところで設備 投

資が行われ,需 要 に応 じて設備 投資が な されてい ない可能性が明 らか になった.他 に,過 去の人

口規模や財 務状況の良 さ,出 資お よび補助金 は設備投資 を増加 させ る要因であ ることがわかった。

本研 究の分析結果か ら公営地下鉄 は設備投資 を過剰 に行 ってい る可能性 を示唆 した。公営地下

鉄 の設備 投資 は需要 と逆の 関係 が あるこ とか ら,需 要 に応 じて設備投資が な されてい ない こ とに

な り,過 剰 な設備 投資 を行 っている と言 える.ま た,設 備投資 と過去の人 口規模 とは正の関係 が

あ る とい う結果 も興味深 く,人 口減少が起 こっている都市で は,過 去の人 口規模 に基づいて現在

の設備投資が行 われ る と,現 在 の設備投資 は過剰 になって しま う.そ して,出 資金や補助金が設

備 投資 を増加 させ る要因で あるこ とか ら,需 要 とは別 に政策的 に地下鉄建設 が誘導 され る可能性

が ある.以 上 よ り,公 営地下鉄 は過剰 な設備 投資を行 っている可能性 があ ることを示 した.

これ らの分析結果は 『公 益事業研究』(第62巻 第4号,平 成23年3月31日)に 掲載 され た.
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3.本 研究 と関連 した今後 の研 究計画

今後,公 営地下鉄の設備投資行動 と費用構造を関連付けた分析を計画 している.田 中智泰(2

010)「 地下鉄事業の費用構造と生産性」(『公益事業研究』第61巻 第3号)で は,静 学的費用

最小化行動を仮定し地下鉄事業の費用構造の解明を行った.今 回得 られた設備投資行動の要因を

考慮 した上で,動 学的費用最小化行動を仮定 したモデルを使って,地 下鉄事業の費用構造を解明

する計画である.
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